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この資料については、令和５年度四万十町教育委員会自己点検・自己評価報告書に記載

した事項を補足するために取りまとめたものです。 

 そのため、報告書に記載している事項全てに係るものではなく、補足すべき事項を抜粋

し作成しています。 

 

１ 教育委員会の活動 

(１) 教育委員会の会議の運営改善  

① 教育委員会会議の開催 

教育委員会 開催日 
審議した件数（議案等） 

承認 議案 協議 報告 その他 

４月定例会  ４月 １０日 ５ １  ６  

５月定例会  ５月 １２日 ５ ３ １ ３ ５ 

６月定例会  ６月 ６日 ３ ５   ６ 

７月定例会  ７月 １２日 ２ ４ １ １ ４ 

 ７月臨時会  ７月 ２５日  ２   １ 

８月定例会  ８月 ８日  ６ ２  ３ 

９月定例会  ９月 １２日  ７   ４ 

１０月定例会  １０月 １０日  ２  ３ ４ 

１１月定例会  １１月 １３日 １ ６  ３ ４ 

１２月定例会  １２月 ５日 １ ５  ２ ２ 

１月定例会  １月 １６日  ９  ３ １ 

２月定例会  ２月 １３日 ２ １５  ２ ２ 

２月臨時会  ２月 ２８日 １ ５    

３月定例会  ３月 ５日  １７  ３  

３月臨時会  ３月 ２１日  １１  １ １ 

  ２０ ９８ ４ ２７ ３７ 

 

(３) 教育委員の自己研鑽  

 ① 研修会・行事等への参加状況 

 開催（実施）日 内  容 

参加した 

研修会等 

４月 １０日 高岡地区市町村教育委員会連合会 総会 

４月 ２８日 四万十町学校教育関係説明会 

７月 ７日 高岡地区市町村教育委員会連合会 夏季研修会 

７月 １４日 高岡地区市町村教育委員会連合会 教育支援部会 

７月 ２９日 高岡地区ＰＴＡ・教育行政研修会 

８月 ２９日 令和５年度人権サミット IN 高吾 

１１月 ６日 高岡地区市町村教育委員会連合会 秋季研修会 

１１月 １１日 高岡地区市町村教育委員会連合会 教育総合フォーラム 
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参加した 

研修会等 
１１月 

１４日 

１５日 
高岡地区市町村教育委員会連合会 教育支援部会 県外研修 

参加した 

研修会等 

１月 １２日 高知県市町村教育委員会連合会 新任教育委員研修会 

１月 ２６日 高岡地区市町村教育委員会連合会 理事会 

２月 ９日 高知県市町村教育委員会連合会 定期総会 

２月 ２０日 高岡地区市町村教育委員会連合会 教育支援部会 

２月 
２６日 

２７日 
教育委員会 県外視察研修 

参加した 

行事等 

１月 ２日 二十歳の集い 

３月 ９日 町内中学校（３校）卒業式 

３月 ２３日 興津小学校閉校記念式典 

３月 ２６日 令和５年度教育委員会表彰 授与式 

（備 考） 

 

 (４) 学校及び所管施設の訪問等 

 ① 学校訪問 

実施日 訪問した学校数 内  容 

６月 ２６日 小学校：２校、中学校：１校 教育長、教育委員、事務局職員（研究所及び学校

事務支援室の職員を含む。）が各校を訪問し、授

業参観、管理職等との「教科の学力・児童生徒の

支援・組織力向上の取組」を中心とした協議等を

行った。また、施設や設備の課題等についても確

認した。 

７月 ３日 小学校：２校、中学校：１校 

７月 ５日 小学校：３校 

７月 １０日 小学校：２校、中学校：１校 

７月 １１日 小学校：２校 

７月 １２日 小学校：１校 

（備 考） 

 

 ② 所管施設訪問 

実施日 訪問した施設 内  容 

７月 １２日 学校給食センター 

教育長、教育委員、事務局職員（研究所の職員を

含む。）が各施設を訪問し、所長等から運営等の

概要説明を受け、また、施設見学なども行い、課

題等について確認した。 

９月 ２５日 
保育所：３園 

子育て支援センター 

９月 ２７日 
保育所：３園 

認定こども園：１園 

９月 ２８日 保育所：２園 

９月 ２９日 保育所：２園 

（備 考） 
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(５) 町長・町長部局との連携 

 ① 総合教育会議 

開催日 内  容 

９月 ５日 
１．教育振興基本計画について   ２．文化的施設について 

３．その他 

（備 考） 
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２ 教育委員会が管理・執行する事務   

（３） 教育委員会規則その他教育委員会の定める規程の制定又は改廃に関すること。 

規則 

３本 

教育委員会規則 改正 ： ３本 

令和５年第 ５号 四万十町立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則 

令和６年第 １号 四万十町立小学校及び中学校の通学区域に関する規則 

令和６年第 ２号 四万十町立図書館長の任用、勤務条件等に関する規則 

細則 

２本 

教育長訓令 改正 ： ２本 

令和５年第 ４号 四万十町立学校管理運営規則施行細則 

令和５年第 ５号 四万十町立学校管理運営規則施行細則 

規程 

１本 

教育長訓令 改正 ： １本 

令和６年第 １号 四万十町県費負担教職員の自家用車の公務使用に関する規程 

要綱 

１２本 

教育委員会告示 制定 ： １本 

令和５年第 ２号 四万十町教育振興基本計画策定委員会設置要綱 

教育委員会告示 改正 ： １本 

令和５年第 ３号 四万十町教育振興基本計画策定委員会設置要綱 

教育委員会告示 廃止 ： １本 

令和５年第 １号 
四万十町立小中学校の修学旅行中止等に伴う保護者負担支援補助

金交付要綱 

教育長告示 制定 ： ４本 

令和６年第 ７号 四万十町立小中学校閉校等記念事業費補助金交付要綱 

令和６年第 ８号 四万十町学校教育振興事業補助金交付要綱 

令和６年第 ９号 四万十町社会教育活動等支援補助金交付要綱 

令和６年第１０号 四万十川桜マラソン大会運営事業費補助金交付要綱 

教育長告示 改正 ： ３本 

令和５年第１４号 四万十町遠距離通学児童生徒自転車等通学補助金交付要綱 

令和５年第１５号 四万十町通学生ヘルメット購入補助金交付要綱 

令和６年第 ６号 四万十町通学生ヘルメット購入補助金交付要綱 

教育長告示 廃止 ： １本 

令和６年第 ５号 四万十町学校教育振興事業及び生涯学習事業補助金交付要綱 

教育長訓令 制定 ： １本 

令和６年第 ２号 
養護教諭及び栄養教諭の標準的な職務の内容及びその例並びに職

務の遂行に関する要綱 

（備 考） 
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（７） 法第２９条に規定する意見の申出に関すること。 

条 例 

３月議会  

・ 四万十町子ども・子育て会議設置条例の一部を改正する条例 

・ 四万十町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例 

・ 四万十町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す 

る基準を定める条例の一部を改正する条例 

  予 算 

９月議会 ： ９月補正予算 

１２月議会 ：１２月補正予算 

３月議会 ： ３月補正予算、令和６年度当初予算  

工事請負契約 

５０，０００千円以上のもの  

・ 窪川中学校トイレ改修工事（建築主体）請負契約 

・ 窪川中学校トイレ改修工事（機械設備）請負契約 

売買契約 

７，０００千円以上のもの 

・ スクールバスの売買契約 

・ 小学校教師用指導書の売買契約 

（備 考） 
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３ 教育委員会が管理・執行を教育長に委任する事務  

(１) 学校教育に関すること。 

① 学力の定着及び向上   

Ⅰ 教材、指導方法、指導形態の開発や改善  

１） 学力学習状況等調査（全国学力・学習状況調

査、高知県学力定着状況調査）、学力到達度把握

事業（標準学力検査）の実施・分析 

予算額 

1,267 千円 

決算額 

972,810 円 

（令和５年度の実施状況） 

  全小中学校で全国学力・学習状況調査、高知県学力定着状況調査、標準学力検査を実施

し、結果の分析をもとに学力の定着と向上の取組が行われた。 

・ 全国学力・学習状況調査   令和５年 ４月１８日  実施 

小学校 ６年生   ： 国語、算数   （２教科） 

     中学校 ３年生   ： 国語、数学、英語（３教科） 

・ 高知県学力定着状況調査   令和５年１２月５・６日 実施 

    小学校 ４年生   ： 国語、算数（２教科） 

        ５年生   ： 国語、算数、理科（３教科） 

中学校 １・２年生 ： 国語、社会、数学、理科、英語（５教科） 

・ 学力到達度把握事業（標準学力調査） 

   小学校 令和６年１月１０・１１・１２日 実施 

    中学校 令和５年４月１２日       実施 

小学校 １・２年生 ： 国語、算数（２教科） 

    ３年生   ： 国語、算数、理科（３教科） 

４年生   ： 理科（１教科） 

６年生   ： 国語、算数、理科（３教科） 

中学校 全学年   ： 国語、社会、数学、理科、英語（５教科）  

※ 高知県学力定着状況調査と重複する学年・教科は未実施 

（備 考）【事業開始年度：平成１８年度】（標準学力検査は平成１９年度） 

 

２） Ｑ―Ｕ・hyper-ＱＵ（楽しい学校生活を送るた

めのアンケート）の実施・分析 

予算額 

597 千円 

決算額 

539,645 円 

（令和５年度の実施状況） 

町内小中学校の児童生徒を対象に、Ｑ－Ｕ、hyper-ＱＵを実施した。 

・ Ｑ－Ｕ   ： 町内小学校で実施（２回） 

・ hyper-ＱＵ ： 町内中学校で実施（２回） 

調査結果について、各校でデータ分析を行い、それぞれの課題に応じた取組が行われた。 

（備 考）【事業開始年度：平成１８年度】 
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３） 外国語教育推進事業 
予算額 

40,862 千円 

決算額 

39,557,380 円 

（令和５年度の実施状況） 

【外国語指導助手（ＡＬＴ）活用事業】 38,816,630 円 

 ＡＬＴ５名を任用し、それぞれ担当校を調整し、小中学校に派遣した。 

ＡＬＴは、学期により変動はあるが、小学校１校あたり平均週１．２日、中学校１校あた

り平均週２．７日訪問し、小学３年生・４年生では外国語活動、小学５年生・６年生では外

国語、中学校では英語の授業等で活用されている。 

各校での活用にあたっては、事前に担当教員と打ち合わせが行われ、英語のネイティブス

ピーカーとして、外国語教育の重要な援助者となっている。 

また、ＡＬＴは、児童生徒との関わりを大事にするため、授業だけでなく運動会・体育祭

などの学校行事にも積極的に参加した。 

【ＧＴＥＣ：スコア型英語４技能検定】  740,750 円 

小学６年生、中学２年生を対象に実施したＧＴＥＣ（「聞く」「話す」「読む」「書く」

の４技能の力を測定）により、明確となった課題をもとに、学力向上のための手立てを構築

した。 

・ 「成果が出ている技能」と「課題となる技能」について分析されており、今後の授業改

善に活かすことができている。 

・ 児童生徒自身が英語４技能の現状を知ることができた。 

（備 考）【外国語指導助手（ＡＬＴ）活用事業開始年度：平成１８年度】 

【ＧＴＥＣ開始年度：令和元年度】 

 

４） 中高一貫教育推進事業（県指定事業・町単独予

算事業） 

予算額 

500 千円 

決算額 

276,974 円 

（令和５年度の実施状況） 

  大正・十和地域では、中高一貫教育推進協議会において、中学校と高等学校間で、数学・

英語・国語・音楽・美術等の相互教員交流が行われている。 

また、同協議会には、国語・社会・数学・理科・英語・進路指導・養護の部会が設置され

ており、国語・社会・数学・理科・英語の部会では、中学３年生を対象に共通実力テストを

実施し、結果の分析と今後の取組の確認を行っている。 

理科部会では、水質調査などの環境に関する学習も実施した。 

中高の教員が各部会に分かれ、公開授業を行い、学力向上に向けての取組を行った。 

例年実施している「ふるさと学習発表会」は、四万十高等学校を会場に実施した。 

（備 考）【事業開始年度：平成１８年度】 

 加配教員２名（大正中学校１名、十川中学校１名） 
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５） 理科教育振興事業 
予算額 

1,300 千円 

決算額 

1,234,000 円 

（令和５年度の実施状況）  

  理科、算数、数学に関する教育を実施するために必要な設備・備品等の整備を行った。 

  ① 川口小学校 ：  １６１，０００円  ② 東又小学校 ： １８１，０００円 

  ③ 興津小学校 ：  １６１，０００円  ④ 北ノ川小学校 ： １６１，０００円 

⑤ 十川中学校 ：  ５７０，０００円   

  合 計  ： １，２３４，０００円 

※ うち理科教育設備整備費等補助金 ６１７，０００円（１/２国庫補助） 

（備 考）【事業開始年度：平成１８年度】  

 

６） 教育研究活動 
予算額 

100 千円 

決算額 

100,000 円 

（令和５年度の実施状況）  

学力の現状分析・研究を実施した。また、教育研究所研究協力校２校（昭和小学校、十川

中学校）を指定し、学校現場での実践研究を実施した。 

研究員が「四万十町ＩＣＴ教育推進計画の実践と検証～ＩＣＴを活用した『主体的・対話

的で深い学び』につながる授業～」をテーマに設定し、町内の小中学校におけるＩＣＴの効

果的な活用の取組や実践の情報を収集し、情報提供を行った。また、デジタルドリルの選定

に向けて、他の市町村からの情報も収集し、令和６年度からの導入につなげることができ

た。 

（備 考）【事業開始年度：平成１８年度】 

 

７） 学習支援員配置事業 
予算額 

212 千円 

決算額 

206,052 円 

（令和 5年度の実施状況）  

学習支援員は、配置校において放課後や長期休業期間中に基礎学力の向上につなげる補充

学習のサポートを行った。 

また、それぞれの児童の状況に応じた細かな個別指導を行った。 

    学習支援員の配置校と配置人数    興津小学校 ： １人 

配置してきた興津小学校は、年度末をもって閉校となった。 

（備 考）【事業開始年度：平成２７年度】  

 

８） 特別活動の推進 
予算額 

― 

決算額 

― 

（令和５年度の実施状況） 

 学級活動を基軸とした特別活動の研究を全ての小中学校で行うことにより、魅力ある学校・

学級づくりを組織的に進め、子どもたちの健やかな育ちを目指す事業（夢・志を育む学級運営

のための実践研究事業）で、令和３年度より四万十町全域（全校）が地域指定となった。指定

事業は終了したが、これまでの取組の成果を町内全ての小中学校で共有し、さらに発展させて
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いくため、特別活動を重点的に推進することとしている。 

小小・小中連携推進協議会の実践交流として、７月には、十川中学校で公開授業研修会を実

施し、１１月には窪川小学校での研修会において、國學院大學人間開発学部 杉田 洋教授を

講師招聘しての講話やグループ協議を行った。 

（備 考）【事業開始年度：令和３年度】  

 

Ⅱ 校内研究体制の確立及び校内研修の活性化 

１） 地域教育推進事業（校内研究支援事業） 
予算額 

4,058 千円 

決算額  

1,573,402 円 

（令和５年度の実施状況） 

  各校が独自に取り組む研究（講師招聘による研修会・先進校視察研修・学力向上につなが

る取組など）について、事前に校長ヒアリングを実施し、予算の範囲内で支援を行った。 

  各校では、この事業により、それぞれの課題や実状に応じた取組が行われている。 
 

事業実施校・実施額 

学校名 実施額 学校名 実施額 

仁井田小学校 49,760 円 田野々小学校 251,094 円 

影野小学校 0 円 北ノ川小学校                                            38,760 円 

七里小学校 133,240 円 十川小学校 143,430 円 

米奥小学校 182,460 円 昭和小学校 99,230 円 

窪川小学校 213,840 円 窪川中学校 205,548 円 

川口小学校 0 円 大正中学校 67,880 円 

東又小学校 188,160 円 十川中学校 0 円 

興津小学校 0 円   

合  計 1,573,402 円 

（備 考）【事業開始年度：平成２１年度】 

 

２） 県学校支援訪問等連携・支援 （授業改善プ

ラン訪問含む。） 

予算額 

― 

決算額 

― 

（令和５年度の実施状況） 

中部教育事務所の学校支援訪問は、１５校中１２校から希望があり、希望校には年間１回

以上の訪問があった。 

訪問のあった学校では、中部教育事務所の指導主事中心に、授業参観や管理職とのヒアリ

ングが行われ、小中学校の授業改善等への具体的支援・指導をいただいた。また、県内外の

情報や資料等を知る機会になった。 

（備 考）【事業開始年度：平成１８年度】 
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Ⅲ 学校経営の充実 

１） 定例校長会 
予算額 

― 

決算額 

― 

（令和５年度の実施状況） 

  毎月１回開催し、事務連絡・情報共有・協議・意見交換などを行った。 

  必要に応じて、臨時校長会を開催した。 

     年間開催回数   定例会 ： １１回   臨時会 ： １回 

※ 毎回、教職員の服務規律の確保について、学校全体で取り組むよう徹底した。 

（備 考）  

 

２） 学校運営協議会 （コミュニティスクール） 
予算額 

1,197 千円 

決算額 

617,407 円 

（令和５年度の実施状況） 

米奥小学校と影野小学校は、以前から学校運営協議会を設置し、地域の教育力・教育的財 

産を活用した活動を行うとともに学校・地域の活動に参加するなど、小規模校ならではの特

色ある学校づくりを推進している。 

  本町では、全ての小中学校への設置を目指して取組を進めており、令和６年度に統合を予

定している東又小学校と、興津小学校を除く全ての小中学校への設置を完了した。 

新たに設置した学校では、これまで以上に地域とともに学校運営を進めるうえで、中心的

な役割を果たす体制が整った。 

  東又小学校には、令和６年度当初に設置予定である。 

（備 考）【事業開始年度：平成２１年度】  

 

３） 学校支援地域本部事業（地域学校協働本部） 
予算額 

4,378 千円 

決算額 

3,015,636 円 

（令和５年度の実施状況） 

学校支援地域本部の設置状況 

     平成２８年度開設 ： 窪川小学校、仁井田小学校、東又小学校 

 平成２９年度開設 ： 北ノ川小・中(小中で本部設置)、昭和小学校 

平成３０年度開設 ： 影野小学校、七里小学校、米奥小学校、川口小学校、興津小

学校、田野々小学校、十川小学校、十川中学校 

 令和 ２年度開設 ： 窪川中学校、大正中学校 

各校においては、地域と学校が協働し、地域ぐるみで子どもを見守り育てる環境づくりを

行っている。 

・ 読み聞かせや環境整備等に力を入れて取り組んでいる。 

・ 全ての協力者（地域、保護者等）に保険を掛け、安全安心な取組を推進している。 

（備 考） 

 

  

10



 

４） 働き方改革の推進  
予算額 

2,419 千円 

決算額 

1,697,154 円 

（令和５年度の実施状況） 

休暇取得の促進と事務処理の簡素化・事務効率の向上のため、次のような取組による教職

員の負担軽減を図り、働き方改革を推進している。 

・ 夏季休業期間中の学校閉庁日の実施 

毎年８月５日から２０日（１６日間） 

・ 中学校部活動の休養日（平日週 1日、土日の内 1日）の実施 

・ 校務支援システムの効果的な活用 

・ 保護者等への連絡調整などに連絡アプリ「すぐーる」を活用 

・ 教員業務支援員の配置（窪川中１名） 

令和５年度から、子育て支援策として実施した副教材費の町費負担は、学校徴収金事務の

削減につながっている。 

働き方改革を推進するため、四万十町立小中学校教職員働き方改革推進委員会を年間３回

開催した。 

（備 考）【事業開始年度：令和２年度】  

 

Ⅳ 小小・小中連携推進事業  

１） 小小・小中連携推進事業 
予算額 

176 千円 

決算額 

125,231 円 

（令和５年度の実施状況） 

全体会としての「四万十町小小・小中連携教育推進協議会」・「実践交流会」と各中学校

区に「中学校区小小・小中連携教育推進部会」を組織し、各中学校区の連携教育が一層充実

するよう小中学校全教職員の理解を図るとともに、特別活動の推進に取り組みました。 

 特別活動推進の取組では、十川中学校、窪川小学校による公開授業研修会や國學院大學人

間開発学部 杉田 洋教授を講師として招聘しての講話・講演会を行った。 

（備 考）【事業開始年度：平成２７年度】  

 

Ⅴ ＩＣＴ（情報通信技術）機器の利活用等 

１） ＩＣＴ教育推進事業 
予算額 

62,958 千円 

決算額 

55,689,452 円 

（令和５年度の実施状況） 

本町では、これまでに国が推進するＧＩＧＡスクール構想にもとづき、児童生徒に１人１

台のタブレット端末、端末を管理するための充電保管庫、大型の画面で教材を提示する電子

黒板、各端末をインターネットにつなぐネットワーク等のＩＣＴ機器の整備を行っている。 

令和５年度は、ＩＣＴ教育をさらの推進するため、次の取組を行った。 

・ 各校の機器トラブル対応と操作支援のため、配置しているＩＣＴサポーターを年度途

中に増員した。 

・ 指導者用デジタル教科書を整備したほか、国の実証事業として小学校５・６年の英語・

算数、中学校１～３年の外国語・数学で学習者用デジタル教科書を導入した。 
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・ インターネット環境のない家庭への無線通信機器の貸出を継続した。 

・ 授業支援ツール「ロイロノート・スクール」を引き続き提供した。 

・ 令和６年度から、導入するデジタルドリルを選定するため、2種類を試験的に導入し、

全小中学校で使用した。その後、意見を集約し、「ミライシード」を選定した。 

・ ＩＣＴ教育の基本方針等を示した「四万十町ＩＣＴ教育推進計画（令和５年度当初に

策定）」を推進するため、ＩＣＴ教育推進委員会（準備会）及び情報教育担当者会を開催

した。 

・ 特別教室や体育館で無線ネットワークが使える環境を整備した。老朽化した機器は更

新を行った。 

・ 高知県が整備した学習支援プラットフォーム（Google）「高知家まなびばこ」は、全校

で活用されている。 

・ 高知県が効率的な業務遂行のため、整備した校務支援システムを、全小中学校、教育

委員会事務局で活用しており、今後も積極的な活用を推進することとしている。 

（備 考）【事業開始年度：平成 22 年度】  

令和２年度～  ： 国の「ＧＩＧＡスクール構想」の推進 

令和３・４年度 ： 1 人１台タブレット端末の整備 

令和５年度   ： 「四万十町ＩＣＴ教育推進計画」策定 

 

Ⅵ 開かれた教室・学校・教育委員会 

１） 学校評価 
予算額 

― 

決算額 

― 

（令和５年度の実施状況） 

四万十町立学校管理運営規則により、「学校の自己評価」の実施とその結果についての公

表を義務付けている。 

また、同規則において、「学校の自己評価」の結果を踏まえた「学校関係者評価」の実施

と公表については、努力義務としている。 

「学校の自己評価」と「学校関係者評価」の結果については、教育委員会への報告を義務

付けている。 

「学校の自己評価」、「学校関係者評価」とも、全小中学校で実施されている。 

（備 考） 
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② 特別支援教育の推進 

Ⅰ 適正就学の確立  

１） 就学指導事務 （就学時検診・就学等教育支

援委員会） 

予算額 

71 千円 

決算額 

51,057 円 

（令和５年度の実施状況） 

毎年、小学校就学予定児童を対象として、就学時検診（知能検査、視力・聴力検査）を実施

し、結果については、保護者、学校と情報を共有している。また、保育所・認定こども園と小

学校間の連絡・連携、福祉機関との連携により、就学前の児童の状況把握に努めている。 

 就学等教育支援委員会を行い、障害のある児童生徒の就学指導を行った。 

 発達特性があると推察される児童生徒に対し、教育相談を実施し、適切な就学について確

認を行った。 

特別支援学級の設置状況 

        小学校 ： １１校・１６学級（在籍 ： ２５名） 

中学校 ：  ２校・ ５学級（在籍 ： １３名） 

教育研究所支援チームと連携し、年間を通じて児童生徒の情報収集、観察等、体制の充実

に努めている。 

（備 考）【事業開始年度：平成１８年度】 

 

Ⅱ 特別支援教育の推進 

１） 特別支援教育支援員配置事業 
予算額 

69,569 千円 

決算額 

65,349,007 円 

（令和５年度の実施状況） 

  各校からの配置要望を受け、事務局で協議（校長ヒアリングを実施）を行い、適切な支援

が行えるよう特別支援教育支援員を配置した。配置校では、それぞれの児童生徒に応じた支

援を行った。 

    配置人数    小学校 ： ２７名（１０校）［令和４年度：３０名（１１校）］ 

             中学校 ：  ６名（ ２校）［令和４年度： ６名（ ２校）］ 

（備 考）【事業開始年度：平成１９年度】 

  

２） 教育相談員派遣事業等 
予算額 

県対応 

決算額 

県対応 

（令和５年度の実施状況） 

  教育相談員派遣事業 

特別な教育的支援を要する就学前の児童、小中学校に在籍する児童生徒、保護者

に対し、県立特別支援学校から教育相談担当者を派遣していただき、適切な就学・

学びの場の柔軟な見直し・進路選択が円滑に行なわれるよう教育相談を実施した。 

       教育相談件数   保育所（３所） ：  ５件  

小学校（７校） ： １５件 

中学校（２校） ：  ５件 

外部専門家を活用した支援体制充実事業 
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発達障害等、特別な支援を要する就学前の児童、小中学校に在籍する児童生徒に

対し、県教育委員会から専門知識・経験を持つ巡回相談員を派遣していただき、特

性に応じた適切な指導・支援の充実を図った。 

巡回相談件数  保育所（２所） ：  ３件  

小学校（２校） ：  ４件 

中学校（１校） ：  ２件 

（備 考） 

 

３） 特別支援教育就学奨励金給付事業 
予算額 

808 千円 

決算額 

373,800 円 

（令和５年度の実施状況） 

 小中学校の特別支援学級に在籍する児童生徒の保護者に対し、学用品費等の経済的支援を

行った。 

    給付件数 ： ２０件 

（備 考）【事業開始年度：平成１８年度】 

   

 

③ 支援を要する子ども・家庭等への支援 

Ⅰ 教育相談活動の拡充 

１） 発達教育支援 
予算額 

2,167 千円 

決算額 

1,912,015 円 

（令和５年度の実施状況） 

発達教育支援員（言語聴覚士）１名を新たに教育研究所に配置した。 

発達障害児童生徒の支援のため、学校からの要請等に基づき、計画的に学校を訪問した。 

訪問時には、言語訓練や教職員・保護者に対する専門的見地からの助言を行っている。 

発達教育支援員（言語聴覚士）による訓練 ・・ 約 ２１人 

（備 考）【事業開始年度：令和５年度】 

 

２） スクールカウンセラー活用事業 （県指定事

業） 

予算額 

県対応 

決算額 

県対応 

（令和５年度の実施状況） 

  県教育委員会から派遣されたスクールカウンセラー（ＳＣ）を町内の全ての小中学校（１

５校）に配置し、児童生徒、保護者、教職員に対するカウンセリング、助言・援助を実施し

た。 

（備 考） 

 

３） 要・準要保護就学援助 
予算額 

10,854 千円 

決算額 

5,842,475 円 

（令和５年度の実施状況） 

  経済的な理由により就学困難な児童生徒の保護者に対して、学用品費等の経済的支援を次

とおり行った。 
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学用品費等の援助件数（支給件数） 

要保護児童生徒  ：   １件 

準要保護児童生徒 ： １８４件 

    新入学用品費の援助件数（支給件数） 

（入学前（令和４年度末）に支給したものを含む。） 

要保護児童生徒  ：   ０件 

準要保護児童生徒 ：  ４１件 

（備 考）【事業開始年度：平成１８年度】 

 

４） 奨学金 
予算額 

― 

決算額 

― 

（令和５年度の実施状況） 

奨学生候補者採用申請について、奨学生審査委員会で審査を行い、その審査結果に基づき

奨学金の貸し付けを行っている。令和５年度からの新規貸し付けは、申請がなかったため、

行わなかった。 

 令和５年度貸付額  ：   ９６０，０００円 

   令和５年度償還額  ： ５，３７７，３４６円 

令和４年度末貸付者数         ： ５４名 

     （令和５年度に貸付を行った者   ：  ２名 高校生 ： ２名） 

（令和５年度新規に貸付を行った者 ：  ０名 

 令和５年度完済者数          ：  ６名 

    令和５年度末貸付者数         ： ４６名 

（備 考）【事業開始年度：平成１８年度】 

 

Ⅱ 教育支援センターの効果的運用、不登校児童生徒への対応・支援 

１） 教育支援センター運営・企画 
予算額 

7,724 千円 

決算額 

7,684,925 円 

（令和５年度の実施状況） 

  小・中・高の教員免許を所有する指導員を配置し、様々な児童生徒の状況に応じた支援が

行える体制を整備している。 

通室生に対して、自主学習・体験学習などを通して心の安定を図り、自信を持つことがで

きるよう支援・指導を行うとともに、家庭訪問を実施し、通室に向けての支援を行った。 

  保護者と状況を共有することにより、不安解消等の保護者支援を行った。 

通室生数（一時通室を含む。） 

「かげつ（窪川）」 週５日開室           ： ５名 

「たのの（大正）」 週１日（水・木曜日）開室    ： １名 

「とおわ（十和）」 週２日（火曜日）開室      ： ０名 

教育支援センター指導員・ＳＳＷによる対応 ・・・ 約１７６件 

これまで、教育相談員（令和５年度から未配置）が対応してきた保護者等からの教育に関

する相談については、ＳＳＷとともに対応した。 
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不登校児童生徒への対応については、学校と連携しながら、定期的な家庭訪問等を行い、

教育支援センター各教室への通室を促している。 

（備 考）【事業開始年度：平成１８年度】 

 

Ⅲ 各関係機関との情報共有・連携活動体制等の強化 

１） スクールソーシャルワーカー活用事業（県指

定事業） 

予算額 

6,211 千円 

決算額 

4,231,232 円 

（令和５年度の実施状況） 

教育研究所に２名配置しているＳＳＷは、町内２つ地域を分担し、学校と他の教育機関、

福祉機関をつなぐコーディネーターとして、次のような活動を行っている。 

・ 学校・保育所を中心に、子どもを取り巻く環境や特性などについて情報収集 

・ 各関係機関や行政との情報共有・連携した支援等の活動 

また、県の事業による高等学校への訪問も実施され、家庭環境等も理解したうえで、小中

高をつなげての支援となった。 

ＳＳＷ・教育支援センター指導員による対応 ・・ 約１７６件 

保護者等からの教育に関する相談については、教育支援センター指導員と連携しＳＳＷが

対応した。 

不登校児童生徒への対応については、学校・教育支援センターと連携しながら、定期的な

家庭訪問等を行い、教育支援センター各教室への通室を促している。 

中学校卒業後に進路が決定していない子どもにも関わり、進路や就職に向けての相談や情

報提供など自立を目指した支援を行っている。 

（備 考）【事業開始年度：平成２０年度】 

 

２） 子ども支援ネットワーク活動 
予算額 

― 

決算額 

― 

（令和５年度の実施状況） 

  要支援児童生徒については、学校訪問や毎月の情報提供などによって、様子や状況を把握

し、関係機関と情報共有を行っている。 

また、子ども支援ネットワーク活動を実施している要保護児童対策協議会においては、支

援方法、各機関の役割分担等について協議を行った。 

    会議の開催状況 ： 代表者会   １回 

              定例会   １７回 

              実務者会   ４回 

              個別支援会 １４回    合計３６回 

（備 考）【事業開始年度：平成２１年度】 
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④ 豊かな心と身体を育む教育の推進 

    Ⅰ 人権教育の充実 

１） 「いのちの学習」推進 
予算額 

― 

決算額 

― 

（令和５年度の実施状況） 

  学校等で計画された「いのちの学習」に対して、教材の貸し出しや授業参観等により教育

研究所が支援を行った。 

  貸し出し教材を活用しての「いのちの学習」は、学校では授業の中で実施され、保育所等

では、発達段階に応じて実施されている。 

    「いのちの学習」教材の貸出状況 

保育所    ： ３回（川口保育所） 

認定こども園 ： ７回（認定こども園たのの） 

小学校    ： ４回（田野々小学校、東又小学校、昭和小学校、影野小学校） 

中学校    ： １回（大正中学校） 

その他    ： ５回（子育て支援センター・健康福祉課） 

（備 考）【事業開始年度：平成１８年度】 

  

 ２） 教育・福祉人材交流事業 
予算額 

105 千円 

決算額 

22,350 円 

（令和５年度の実施状況） 

  令和５年８月２日に次の内容の交流研修を実施した。 

内容  ： 社会福祉団体の職員による講話「本町の現状について」、公共施設を利用

しての車いす体験、高齢者疑似体験、講師を招聘しての手話体験、グループ

で協議、発表や質疑など 

参加者 ： ２６名（教職員 ： １２名、町職員 ： １０名、社会福祉団体 ： ４名） 

スタッフ ： １０名 

（備 考）【事業開始年度：平成２１年度】 

 しまんと町社会福祉協議会との共催 

 

Ⅱ 食育の充実・推進 

１） 食育の充実と推進 
予算額 

― 

決算額 

― 

  ３つの学校給食センター（窪川、大正、十和）において、町内全小中学校の完全給食を実

施している。 

 各学校給食センターに配置されている栄養教諭（３名）・臨時学校栄養教諭（１名）を中

心に食育の学習・指導を実施している。 

・ 食育の学習・指導の実施状況 

食育の日（毎月１９日頃）に、全ての学校給食センターで共通の町内産食材を使った給

食を提供し、地産地消を推進する取組を実施した。また、「高知家の給食」として、県内の

特産品等使用した給食を統一して年間９回提供した。 
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栄養教諭部会を年間５回開催し、食育指導や献立の検討、情報交換を行った。 

（備 考）【事業開始年度：平成２１年度】 

 

２） 学校給食センター運営 
予算額 

249,648 千円 

決算額 

241,721,302 円 

（令和５年度の実施状況） 

  全ての学校給食センターにおいて、平成２６年度から調理業務を完全委託し、全小中学校

の児童生徒に給食を提供している。 

 

 

 

 

 

 

 給食費の月額   小学校 ： ４，５００円    中学校 ： ４，９００円 

※ 給食費の額は定めているが、令和５年度より子育て支援策の拡充として、児童生徒の

給食費を無償とした。 

  食の安全の確保については、法令で定められた年 1回の食品点検を実施するほか、食材納

品時は、目視等による安全確認を行っている。 

  栄養教諭部会において、献立の検討、情報交換を行った。 

  令和３年度から、町内高等学校の魅力化の一環で、２校に給食を提供している。 

 

 

 

１日あたりの調理食数 

 令和５年度 令和４年度 

窪川学校給食センター ９１９食 ９１４食 

大正学校給食センター ２４２食 ２３８食 

十和学校給食センター １３７食 １３１食 

年間の提供実績 

 令和５年度 令和４年度 

窪川高等学校 ８５食 ７２食 

四万十高等学校 ７９食 ６７食 

（備 考）【事業開始年度：平成２１年度（窪川）、平成１８年度（大正、十和）】 

 

    Ⅲ 道徳教育の充実 

１） 道徳教育の充実 
予算額 

県対応 

決算額 

県対応 

（令和５年度の実施状況） 

四万十町道徳教育推進協議会（各校の道徳教育推進担当教員が参加）として、次のよう

な取組を実施した。 

第１回推進協議会 ： ６月 

町としての課題や令和５年度の取組、各校で意識して取り組むこと等について確

認した。 

授業づくり講座への参加（各校１名以上） ： ２学期 

各校１名の悉皆研修とし、学んだことをもとに校内研修等を行い、授業改善につ 

なげることができた。 

第２回推進協議会 ： ３学期 
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「家庭・地域と連携した道徳教育、道徳科をどのように行ったかについて、実践

交流と情報共有を行った。 

（備 考）【事業開始年度：平成２２年度】 

 

２） 学校図書館支援員の配置 
予算額 

4,216 千円 

決算額 

4,007,554 円 

（令和５年度の実施状況） 

本町で最も規模の大きい小学校と中学校（窪川小学校と窪川中学校）に学校図書支援員各

１名を配置し、図書の整理・貸出図書の管理や子どもたちの思考力・判断力・表現力の向上

につながる取組を行った。 

学校図書支援員を配置していない学校については、町立図書館との連携などにより、図書

の整理や環境の整備等の課題に対応した。 

（備 考）【事業開始年度：平成２２年度】 

     

    Ⅳ 体力の向上と学校保健教育の徹底  

１） 中学校部活動等補助金 
予算額 

3,449 千円 

決算額 

3,192,975 円 

（令和５年度の実施状況） 

中学校の部活動等の振興を図るため、次のとおり補助を行った。 

・ 部活動に対する補助 

  ［四国大会］ 

    〇四国中学校総合体育大会 

      窪川中学校 ： ８９７，１５６円（陸上競技・剣道・男女ソフトボール） 

      大正中学校 ：  ８６，０００円（男子ソフトボール）       

    〇四国中学生ソフトボール新人大会（男子） 

      窪川中学校 ：  ６５，２８０円 

      大正中学校 ： ３５３，２００円 

    〇四国中学校男子ソフトボール強化大会 

      窪川中学校 ：   ５１，８７５円 

      大正中学校 ：   ５，６００円 

  ［全国大会］ 

〇全国中学校総合体育大会 

      窪川中学校 ： ６２６，５５９円（陸上競技・男子ソフトボール） 

      大正中学校 ：  ２３７，０００円（男子ソフトボール） 

    〇全国ヤングクラブバレーボール大会（選手選抜） 

      大正中学校 ：  ４８，５３２円（女子 1名） 

    〇特別国民体育大会・ＪＯＣジュニアオリンピックカップ陸上競技大会・リレーフェ 

スティバル（選手選抜） 

      窪川中学校 ：  ４１，４８３円（男子 100m 走等 1名） 

    〇全国都道府県対抗中学バレーボール大会（選手選抜） 

      窪川中学校 ：  ８０，９８６円（女子 1名） 
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    〇都道府県対抗全日本中学生男子・女子ソフトボール大会（選手選抜） 

      窪川中学校 ： ４３７，０６５円（男子５名） 

      大正中学校 ： ２６２，２３９円（男子２名） 

（備 考）【事業開始年度：平成１８年度】 

 

２） 体力運動能力等調査実施・分析（国・県調

査） 

予算額 

― 

決算額 

― 

（令和５年度の実施状況） 

小学５年生・中学２年生を対象に「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」を、小学４年

生以上を対象（小学３年生以下は抽出）に「高知県体力・運動能力、生活実態等調査」を実

施した。 

調査の結果については、体力運動能力面の今日的な課題の把握や指導方法の改善のため、

各校で分析が行われた。 

また、本町の現状や課題などについても傾向を把握した。 

（備 考）【事業開始年度：平成１８年度】  

 

Ⅴ ふるさと教育の推進 

１） 地域教育推進事業（キャリアアップ事業） 
予算額 

1,996 千円 

決算額 

1,239,519 円 

（令和５年度の実施状況） 

  町内の全小中学校（１５校）に対し、予算を配分（通常枠：児童生徒数等により算定した

額、防災枠：校長ヒアリングで決定した額）し、地域教育推進事業（各校で実施する独自の

事業）を支援した。 

  各校で実施された主な事業内容 

通常枠 ： あいさつ運動、職場体験活動、自然体験活動、世代間交流活動、美化活

動、広報活動、地域との連携活動、ボランティア活動、地域・家庭の教育

力向上を目指す取組、情操教育、道徳教育の充実 など 

防災枠 ： パワフルウォーキングマップの作成、防災視察研修、防災用品の購入、

防災学習会、救急法講習、炊き出し訓練、防災訓練、体験学習、地震・津

波に備える啓発活動 など 

（備 考）【事業開始年度：平成１９年度】  

 

２） ふるさと教育の推進 
予算額 

468 千円 

決算額 

105,032 円 

（令和５年度の実施状況） 

  小学校では、令和３年度に全面改訂した小学３・４年生用の社会科副読本「わたしたちの

まち四万十町」や地域の先人に学ぶことを目的として小学４年生に配布した、副読本「しま

んとヒストリア 具眼のリベラリスト 谷干城物語」を活用した地域学習が進められている。 

「わたしたちのまち四万十町」については、次期の部分改訂（令和７年度）に向けて、使

用状況や内容を把握するためのアンケートを実施した。 
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町内全ての小学５年生を対象に米奥小学校下の河原で実施した「川がき体験学習」では、

水難時における救出法の習得（四万十川財団）や竹筏による川遊びなどを行い、ふるさとに

親しみを持てる体験学習となった 

（備 考）【事業開始年度：平成３０年度】 

 

 

⑤ 児童生徒の安全確保の充実 

Ⅰ 安全管理  

１） 学校施設の整備 
予算額 

493,854 千円 

決算額 

400,289,400 円 

（令和５年度の実施状況） 

全ての教育施設について、施設の安全面の確認等を行い、危険箇所を発見した際には早急

な対応を行っている。 

学校施設の損傷や不具合、不良箇所（漏水・雨漏り・鉄骨等腐食・消防設備等）の修繕、

危険箇所〈転落防止・モルタル剥離〉の改修を行った。 

また、トイレ洋式化や特別教室の空調設備の設置についても、学校施設整備計画に基づ

き、順次整備を行った。 

実施した主な改修工事等 

・ トイレ改修工事（洋式化）     ： 窪川小学校・窪川中学校 

・ 特別教室空調機設置改修工事  ： 窪川地域（７校）、大正・十和地域（４校） 

・ 屋内運動場 LED 化改修工事    ： 昭和小学校 

・ 体育館雨漏り修繕工事         ： 窪川小学校 

・ 教室棟・体育館棟手摺取付工事 ： 田野々小学校 

・ 高圧受電設備改修工事     ： 窪川中学校 

・ 網戸新設工事         ： 仁井田小学校 

（備 考）【事業開始年度：平成１８年度】 

 

２） 学校施設改築等計画 
予算額 

27,907 千円 

決算額 

19,899,000 円 

（令和５年度の実施状況） 

令和元年度に実施した学校施設の建物・設備等老朽化調査結果の分析をもとに「学校適正

配置計画」と整合性を図りながら、令和２年度末に策定した「学校施設等長寿命化計画」及

び令和３年度に策定した「施設整備計画」に基づき施設の整備等を実施している。 

令和３年度には、「学校施設等長寿命化計画」に基づき、施設の整備計画を策定し、以降、

整備計画に基づき整備等を行ってきた。 

令和５年度は、令和６・７年度に着工予定の東又小学校大規模改修に向けて実施設計と、

令和 7年度に着工予定の田野々小学校大規模改修に向けて基本設計を行った。 

また、建設から５０年以上を経過し、大規模改修等が必要となっている十川中学校・十川

小学校については、校舎の現況を確認するため性能調査を行った。 

・ 東又小学校大規模改修実施設計   ９，８３４，０００円 

・ 田野々小学校大規模改修基本設計  ６，５５６，０００円 
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・ 十川中学校・十川小学校性能調査  ３，５０９，０００円 

（備 考）【事業開始年度：平成２４年度】 

 

３） 遊具の安全確保 
予算額 

693 千円 

決算額 

379,000 円 

（令和５年度の実施状況） 

  設置遊具の状況調査を行い、必要に応じて遊具の撤去・改修等を行っている。 

平成２９年度からは、毎年、専門業者による安全点検を実施している。 

  令和５年度に実施した点検結果において、緊急に対応すべき危険な遊具は無かったため、

改修・撤去は行わなかった。ただし、研磨・塗装等が必要な遊具はあるため、令和６年度に

実施する予定としている。 

（備 考）【事業開始年度：平成２４年度】 

  

４） 通学対策 
予算額 

59,484 千円 

決算額 

53,450,076 円 

（令和５年度の実施状況） 

児童生徒の通学手段の確保とともに通学にかかる費用の負担軽減のため、次のとおり対策

を実施した。 

実施した通学対策 

① 通学バス定期券の購入   ：  ９，３８５，８８０円 

② 遠距離通学生徒補助金   ：    １１１，０００円 

③ 通学用ヘルメット購入補助 ：     １４，４９０円 

④ スクールバス運行委託   ： ３６，３４５，９７５円 

⑤ スクールバス維持管理   ：  ６，５７６，３６１円 

⑥ タクシー運行委託     ：  １，０１６，３７０円 

（備 考）【事業開始年度：平成１８年度】 

 

５） 通学路の安全確保（協議会の開催及び合同点

検の実施） 

予算額 

― 

決算額 

― 

（令和５年度の実施状況） 

警察、道路管理者、学校関係者等を委員とする通学路安全対策連絡協議会において、合同

点検を冬季に（１回）実施した。 

合同点検は、事前に全小中学校の通学路について、危険箇所の情報を収集し、新規箇所を

重点的に行うとともに対策を協議し、改善に努めている。 

また、「通学路安全対策連絡協議会」の役割に交通安全確保の視点に加え「登下校防犯プ

ラン」に基づく防犯の視点で取組を行うよう関係機関と調整を行い、通学路の防犯における

危険個所の情報共有とともに児童生徒のさらなる安全確保に努めている。 

  実施した合同点検  ※ 令和４年度からの継続箇所も点検を行っている。 

     窪川地域 ： ３９箇所（防犯は１１箇所） 

大正地域 ：  ７箇所（防犯は３箇所） 

十和地域 ： １０箇所（防犯は２箇所） 
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（備 考）【事業開始年度：平成２６年度】 

    

Ⅱ 防災教育の充実 

１） 防災教育推進事業 
予算額 

892 千円 

決算額 

351,426 円 

（令和５年度の実施状況） 

学校での防災教育について、本町の危機管理課と情報を共有し支援した。  

全小中学校で防災学習（５時間）や避難訓練（３回）に取り組んでいる。また、防災学習

においては、危機管理課の職員が講師を務めるなど、町全体でも防災教育の充実に取り組ん

でいる。 

興津小学校は、以前から地域ぐるみで防災教育に取り組んでおり、これまでも様々な賞を

受賞しているが、閉校のため最後の年となった令和５年度は、１．１７防災未来賞「ぼうさ

い甲子園」小学校部門において、ぼうさい大賞（部門第 1位）を受賞した。 

（備 考）【事業開始年度：平成３０年度】 

                          

 

⑥ 学校適正配置計画 

Ⅰ 「四万十町立小中学校適正配置計画」の見直し及び実施 

１） 学校適正配置推進事業 
予算額 

11,898 千円 

決算額 

11,888,312 円 

（令和５年度の実施状況） 

令和元年度に策定した「第２期小中学校適正配置計画」は、令和３年度には、運用方針を

見直し、統合時期を令和７年４月以降として、推進している。 

令和５年度末には、令和６年４月の東又小学校との統合に向けて準備を進めてきた興津小

学校が閉校した 

また、昭和小学校と十川小学校、川口小学校と窪川小学校の統合についても、ＰＴＡから

協議を行いたいという申し出があり、アンケート結果を踏まえた協議の結果、昭和小学校と

十川小学校については令和７年４月、川口小学校と窪川小学校については令和８年４月の統

合を、保護者の同意と地域の理解に基づき進めることとなった。 

なお、その他の学校についても、ＰＴＡ等の要望により、保護者アンケートや教育委員会

との意見交換会を行った。 

［主な取組内容］ 

〇興津小学校と東又小学校の統合について 

令和５年 ６月２７日 ： 興津小学校閉校記念式典準備会 

令和５年 ８月２２日 ： 第１回興津小学校閉校記念式典実行委員会 

（記念誌、記念碑、閉校式典等について協議） 

令和５年１０月 ４日 ： 第２回興津小学校閉校記念式典実行委員会（進捗確認等） 

令和５年１１月２９日 ： 第３回興津小学校閉校記念式典実行委員会（進捗確認等） 

令和６年 １月１７日 ： 第４回興津小学校閉校記念式典実行委員会（捗確確認等） 

令和６年 ３月 ６日 ： 第５回興津小学校閉校記念式典実行委員会（最終確認等） 

令和６年 ３月２３日 ： 興津小学校閉校記念式典 
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〇昭和小学校と十川小学校の統合について 

     令和５年 ６月２０日 ： 十和地域の全保護者（保・小・中）を対象とした説明会 

（令和４年度実施の保護者アンケートの結果等） 

令和５年 ７月２６日 ： 十川小学校校区の全保護者（保・小・中）による協議 

（統合の是非の協議、保護者の同意の確認） 

令和５年 ８月 ２日 ： 昭和小学校校区の全保護者（保・小・中）による協議 

（統合の是非の協議、保護者の同意の確認） 

令和５年 ８月１６日 ： 十川小学校との統合についての同意 

（昭和保育所・小学校の保護者会長からの同意書） 

令和５年 ９月 ６日 ： 十和地域住民説明会（地域の理解を得る） 

令和５年１０月２７日 ： 十和地域の全保護者会長（保・小・中）の協議 

（統合後の小・中学校の校名について） 

令和５年１１月    ： 全保護者（保・小・中）を対象にアンケート調査を実施 

（統合後の小・中学校の校名について） 

  〇川口小学校と窪川小学校の統合について 

令和５年 ５月１０日 ： 川口小学校ＰＴＡとの意見交換会 

令和５年１２月    ： 校区保護者を対象としたアンケート調査 

（実施：川口小学校ＰＴＡ） 

令和６年 １月１６日 ： 川口小学校・保育所の保護者との意見交換会 

令和６年 ２月２２日 ： 窪川小学校との統合についての同意 

（川口小学校・保育所保護者会長からの同意書） 

令和６年 ２月２８日 ： 川口小学校区の住民説明会（地域の理解を得る） 

  〇仁井田小学校 

令和５年１２月 ４日 ： 仁井田小学校区の保護者説明会 

令和６年 ２月    ： 校区保護者を対象としたアンケート調査 

（実施：仁井田小学校ＰＴＡ） 

  〇七里小学校・米奥小学校 

令和６年 ２月    ： 校区保護者を対象としたアンケート調査 

（実施：七里・米奥小学校ＰＴＡ） 

令和６年 ３月２１日 ： 保護者会役員との意見交換会 

（七里小学校・米奥小学校・松葉川保育所） 

  〇北ノ川小学校 

令和５年 ７月２６日 ： 存続を求める嘆願書（ＰＴＡ） 

統合計画に関する意見・要望書（大正北ノ川区長） 

令和５年１２月１９日 ： ＰＴＡと校区の住民を対象とした意見交換会 

（備 考）【事業開始年度：平成２０年度】 
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⑦ 学校教育における子育て支援   

Ⅰ 義務教育に係る負担軽減 

１） 給食費無償化事業 
予算額 

48,246 千円 

決算額 

47,534,300 円 

（令和５年度の実施状況） 

これまで保護者に負担を求めていた町内小中学校児童生徒の給食費（小学校：月額４，５

００円、中学校：月額４，９００円）について、令和５年度から無償化を行い、子育て世代

の負担軽減を図った。 

給食の提供（無償化）に要した費用（児童生徒数は、令和５年度末） 

小学校  ３１,４３３,６００円（６０８名） 

中学校  １６,１００,７００円（２８７名） 

計   ４７,５３４,３００円 

財源 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 ４２，２８３，０００円 

ふるさと支援基金                 ５，２００，０００円 

一般財源                        ５１，３００円 

※ １１月に実施した保護者向けアンケート（回答者：２４８名）の結果、この事業を

「知っていた」という回答は２０５名（約８３％）、うち「負担が軽減したと思う」と

いう回答は１８９名（約９２％）でした。 

（備 考）【事業開始年度：令和５年度】 

 

２） 小中学校副教材購入支援事業  
予算額 

10,560 千円 

決算額 

9,049,047 円 

（令和５年度の実施状況） 

  授業等で使用する教科用図書以外の教材（副教材）を公費で購入することによって、子育

て世代の負担軽減を図った。 

  これまで、各小中学校で副教材の購入実績を調査し、小学校では１０，０００円、中学校

では１５００円を上限とした。 

  公費で購入する副教材の種類（対象としたもの） 

小学校 ： 計算ドリル、漢字ドリル、各教科テスト など 

中学校 ： 教科ワークブック、技術・美術教材 など 

  購入に要した費用 

小学校 購入実績   ５，５６９，４３６円（６０３名） 

中学校 購入実績   ３，４７９，６１１円（２８７名） 

     計       ９，０４９，０４７円 

財源 

ふるさと支援基金   ９，０００，０００円 

一般財源          ４９，０４７円 

※ １１月に実施した保護者向けアンケート（回答者：２４８名）の結果、この事業を

「知っていた」という回答は１６５名（約６７％）、うち「負担が軽減したと思う」と

いう回答は１５８名（約９６％）でした。 

（備 考）【事業開始年度：令和５年度】 
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３） 修学旅行バス代平準化事業  
予算額 

300 千円 

決算額 

299,000 円 

（令和５年度の実施状況） 

修学旅行時のバス代については、利用者数が少なくなると、負担額が大きくなる状況があ

ったため、一定の基準を設けて、平準化を図る取組を令和５年度から開始した。 

開始初年度は、次のとおり四万十町連合小学校、連合中学校がこの制度の対象となった。 

・ 大正・十和地区連合小学校（田野々・北ノ川・昭和・十川） 

・ 四万十町連合小学校（仁井田・影野・七里・米奥） 

・ 四万十町連合小学校（東又・川口） 

・ 大正・十和地区連合中学校（大正・十川） 

  平準化に要した費用 

小学校    １６４，０００円（１０校 ： ５５名） 

中学校    １３５，０００円（ ２校 ： １５名） 

（備 考）【事業開始年度：令和５年度】 
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（２）生涯学習に関すること 

① 多様な学習活動の推進  

Ⅰ 施設開放・学習機会の提供  

１） 文化講座（コミュニティー施設開放、各種教

室・講座推進） 

予算額 

300 千円 

決算額 

201,203 円 

（令和５年度の実施状況） 

子どもから高齢者までを対象に、多様な学習機会となるよう、教室等を実施した。 

① 浴衣着付け教室（２回） 

７月１８日 ： 参加者 ５名     ７月２５日 ： 参加者 ５名 

② スマホ教室（２回） 

５月２０日 ： 参加者 ５名    １１月２３日 ： 参加者 ８名 

③ 着物着付け講座（４回） 

１２月 ４日 ： 参加者 ９名    １２月１１日 ： 参加者 ８名  

１月１５日 ： 参加者 ８名     １月２９日 ： 参加者 ５名 

④ 写真講座（１回） 

３月 ９日 ： 参加者 ３名 

⑤ 親子パンつくり体験講座（３回） 

９月２４日 ： 参加者１０名    １２月１７日 ： 参加者 ８名  

３月１０日 ： 参加者 ７名 

⑥  陶芸教室（１回） 

３月 ２日 ： 参加者１４名 

（備 考）【事業開始年度：平成２９年度】 

 

２） 高齢者地域活動事業（シルバー大学） 
予算額 

493 千円 

決算額 

362,092 円 

（令和５年度の実施状況） 

各種講演会、スポーツ・レクレーション等、年間を通して様々な取組を行った。 

（１）対象者等 

① 対象 ： ６０歳以上の町民 

② 委員９人による運営委員会 ： ２回 

（２）主な活動 

① 開校式、講演会(７月６日)    ： 参加者５０名 

② 役員研修(９月１５日)      ： 参加者 ７名  

③ 県内日帰り研修(１０月１１日)  ： 参加者３０名  

④ グラウンドゴルフ大会(２月９日) ： 参加者４３名  

⑤ ゲートボール大会(３月８日)   ： 参加者１５名  

⑥ 閉校式(３月１９日)       ： 参加者５０名  

⑦ 交流活動 グランドゴルフ合同練習（毎月第３木曜日）   

（備 考） 
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３） 人権教育推進事業 
予算額 

2,904 千円 

決算額 

2,268,281 円 

（令和５年度の実施状況） 

四万十町人権教育研究協議会と連携（事務局・活動費支援を含む。）し、人権を尊重する

まちづくりを目指し、研修や勉強会を開催している。 

例年、四万十町人権教育研修会として町民を対象に講演会や人権映画上映会など開催され

てきたが、新型コロナウイルス感染症の影響により中止が続いていた。令和５年度は、第１

２回四万十町人権教育研修会が３年ぶりに開催され、人権映画「心の傷を癒すということ」

が上映された。 

窪川支部では、６月２１日に定期大会・研修会として人権講演会、２月１日には集約大会

が行われた。 

大正支部では、下道慰霊碑参拝のほか、研究大会では堀内佳氏の講演や小中学校・高等学

校の児童生徒による人権作文の発表が行われた。 

十和支部では、国立ハンセン病療養所見学、夏休み木工教室、人権啓発アニメーション上

映、研究大会として人権講演会が行われた。 

人権尊重の町づくりを進めるための活動（上記の活動など）を推進している団体に対し、

支援（補助金）を行った。 

四万十町人権教育研究協議会          ２０４，３９３円  

        〃         窪川支部   １，０６５，５６７円  

        〃         大正支部      ３７，８２５円        

     〃         十和支部      ６９８，９３２円  

            計         ２，００６，７１７円 

その他諸経費（需用費等）            ２６１，０２０円 

（備 考）  事業開始年度 平成 20 年度～ 

 

４） 国際交流促進事業 
予算額 

500 千円 

決算額 

441,936 円 

（令和５年度の実施状況） 

国際交流員（ＣＩＲ）による町内の保育所訪問や異文化ふれあい教室などの実施、高幡広

域事務組合の実施する「高幡中学生海外研修事業」への参加者に対する支援（補助金）によ

り、国際感覚を持った人材の育成に努めた。 

（１）英語教室     授業実施回数 ： ２９４回 

申込人数  窪川地区  小学１～３年：１５名  小学４～ ６年：８名 

入門（夜） ：１０名  初級（夜） ：８名 

初中級（昼）：１４名   中級（昼） ：５名   

中級（夜） ：１４名  上級（夜） ：５名     

大正地区  小学１～６年： ５名   初中級   ：８名 

十和地区  小学１～６年： ５名   初中級   ：５名 

（２）韓国語教室    授業実施回数 ： ２２１回 

申込人数  窪川地区  初級１  ：１０名   初級 ２  ：１４名   
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中級（昼）： ７名   中級会話（昼）： ７名 

   中級（夜）：１２名   中級会話（夜）： ７名 

上級   ： ３名 

大正地区  初級   ： ６名   中級    ： ２名 

特別教室  ドラマ(昼)：１０名   ドラマ (夜)：１５名 

      留学生  ： １名 

（３）ＣＩＲ活動 

    ① 保育所、支援センター、認定こども園訪問［毎月希望日に訪問］ 

５、６月  ：２１回   ７、８月：１６回    ９、１０月：１９回  

１１、１２月：１７回   １、２月：２０回 

  （４）高幡中学生海外研修事業  申込人数 ４名 参加人数 ３名 

（備 考） 

 

５） 各種団体等への支援（補助金） 
予算額 

1,872 千円 

決算額 

1,664,198 円 

（令和５年度の実施状況） 

社会教育、団体活動の活性化を図るため、各種関係団体の活動等について支援を行った。 

① 小中学校ＰＴＡ連絡協議会           ［実績］４８０，０４９円 

【目的】 町内小中学校ＰＴＡ相互の連携と交流を図り、ＰＴＡ活動の向上発展と教

育の振興、児童生徒の幸福増進に寄与する。 

② 四万十川轟太鼓保存会             ［実績］ ７８，０００円 

【目的】事業活動を通しての地域の活性化、人づくりに寄与するとともに、地域に根

差した伝承文化となるよう創作太鼓の保存、継承、発展に努める。  

③ 四万十町連合婦人会              ［実績］５８８，０００円 

【目的】 町内婦人会相互の親睦を図り、婦人の教養を高め、生活と地位向上に努め

るとともに、明るい町づくりに寄与する。 

④ 大正連合青年団                ［実績］ ４６，１２７円 

    十和連合青年団                   ［実績］１２０，０００円 

【目的】 地域に住み、地域で働く青年が集まり地域イベントなどを通して地域振興 

に寄与する。 

⑤ 四万十町文化協会               ［実績］３５２，０２２円 

【目的】 四万十町内の芸術団体または個人が相互の交流を図り、地域住民と一体と

なり四万十町内の芸術、文化の向上に寄与する。 

（備 考） 
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② スポーツ・レクレーション活動の推進 

Ⅰ 施設開放・活動機会の提供 

１） 生涯スポーツ推進 （地域スポーツ競技普

及、町民スポーツ大会、レクレーション活動推

進、競技スポーツ大会 等） 

予算額 

7,593 千円 

決算額 

5,365,457 円 

（令和５年度の実施状況） 

住民が参加しやすい大会や教室を、「総合型地域スポーツクラブ」と協働して実施した。 

   ① ＮＰＯ法人くぼかわスポーツクラブ        

【大会等】 ・ ミックスバレーボール大会     ６チーム 

・ ソフトテニス大会        １６ペア 

・ バドミントン大会        １８ペア 

・ 硬式テニス大会         １２ペア 

・ 少年剣道大会          ２１名 

・ スカッシュバレーボール大会    ８チーム 

・ ソフトバレーボール大会      ５チーム 

・ ロードレース大会        ８０名 

・ 勤労者駅伝大会          ９チーム 

・ ゲートボール大会         中止 

・ 地域部活動（バドミントン）   １８人 

・ 子どものスポーツ環境整備事業 １６５名 

 ・ 水泳教室     １，０１３回 １１，４３０人 

       ・ 健康教室        ８１回 ６００人 

  ・ ボルダリング教室    １８回 １３８人 

   ② 大正・十和スポーツクラブ            

【大会等】 ・ ソフトボール大会       ３チーム 

・ スカッシュバレーボール大会  ８チーム 

・ ソフトバレーボール大会    ７チーム 

・ バレーボール大会       ４チーム 

・ グラウンドゴルフ大会   中止（グラウンド不良） 

・ バドミントン大会       ５ペア 

・ ゲートボール         １１名 

・ 四万十川駅伝大会       ２３チーム 

・ 四万十町十和駅伝大会     １７チーム 

・ 十和トレイルランニング大会  １１５名 

・ 健康運動教室等         ７２名 

             

（備 考） 
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Ⅱ 全国発信スポーツ大会の開催 

１） 全国発信スポーツ大会の開催 
予算額 

12,935 千円 

決算額 

11,614,702 円 

（令和５年度の実施状況） 

「四万十川ウルトラマラソン」は、新型コロナウイルス感染症の影響により開催中止が続

いていたが、４年ぶりに開催することができた。 

・ 出走者数 １００㎞の部 １，４４１人、 ６０㎞の部 ５２２人 

・ 四万十川ウルトラマラソン負担金         １，５７２，３５９円 

「四万十川桜マラソン大会」は、申込人数１，１８４人、当日参加者数９３６人で開催さ

れたが、予定を下回る参加者数となった。 

・ 四万十川桜マラソン大会実行委員会への補助金   ９，５４２，３４３円 

・ 桜マラソンてんぐ巣病除去作業委託料         ５００，０００円 

（備 考）  

 

Ⅲ 各種関係団体の活動振興、活性化の推進 

１） 生涯スポーツ団体等支援（補助金等）  
予算額 

3,062 千円 

決算額 

2,966,200 円 

（令和５年度の実施状況） 

生涯スポーツ団体などが行う活動等に対して支援を行った。 

① ＮＰＯ法人くぼかわスポーツクラブ（総合型スポーツクラブ） ８３３，０００円 

会員数 ５３１人 

   ② 大正・十和スポーツクラブ〈総合型地域スポーツクラブ〉 １，１８７，２００円 

     会員数 １５１人 

③ 各種スポーツ大会出場助成                 ９４６，０００円 

    ・ 団体５（西日本大会、四国大会：ソフトボール）      ７３４，０００円 

 ・ 個人 18（ソフトボール、卓球）               ２１２，０００円 

※ 令和４年度まで支援していた「高知県市町村対抗駅伝大会」は、廃止された。    

（備 考） 
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③ 郷土文化の継承と創造 

Ⅰ 文化財の保存活用等 

１） 国・県・町文化財の保存・活用 
予算額 

1,536 千円 

決算額 

1,398,073 円 

（令和５年度の実施状況） 

国・県・町指定文化財について、保護活用等に取り組んだ。 

１．国・県・町指定文化財、埋蔵文化財等の保護活用等を図った。 

 （１）文化財の保護活動 

 ① 四万十町文化財保護審議会の開催（１回） 

 ② 文化財パトロールを実施 

     ③ 埋蔵文化財包蔵地の開発行為による立会及び事前調査（必要に応じて随時） 

（２）その他振興・活用等 

① 四万十町文化財保護事業費補助金 

西原地区 文殊堂塗装修繕（町指定文化財）   ３６５，０００円 

２．国・県・町指定の四万十町文化財の登録件数 

国：１７件 ・ 県：１１件 ・ 町：１０８件     計：１３６件 

（備 考） 

 

２） 重要文化的景観保護活用事業 
予算額 

3,319 千円 

決算額 

3,201,284 円 

（令和５年度の実施状況） 

１．四万十町文化的景観整備管理委員会の開催（３回） 

    文化的景観の保存・整備・活用について、専門的な見地から助言・意見を得るための

諮問機関である「四万十町文化的景観整備管理委員会」において、対象地域内で行わ

れる事業に対して、景観を保持するための検討を行った。 

２．四万十町重要文化的景観整備活用計画改定検討業務 

四万十川流域５市町（梼原町、津野町、中土佐町、四万十町、四万十市）の文化的景

観は、平成２１年２月に重要文化的景観に選定された。重要文化的景観を保存、活用す

るための実施計画について、流域５市町が一体となって検討を行った。本業務は２か年

計画であり、令和６年度に完了予定である。 

３．四万十川流域の文化的景観情報発信事業 

選定から１０年余りが経過し、四万十川流域の文化的景観に対する知識が薄まりつつ

あるため、更なる認知度向上が図れる仕組みづくりを流域が一体となって検討した。 

（備 考） 
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Ⅱ 伝承・伝統文化の継承支援  

１） 郷土資料館の管理・運営 
予算額 

2,711 千円 

決算額 

2,612,020 円 

（令和５年度の実施状況） 

郷土資料館（平成２年度建築）の管理・運営状況は、以下のとおり。 

１．主に旧大正町が収集した縄文から現代までの民俗資料を展示 

    ① 開館日 火曜日～日曜日（開館時間：１０時～１５時） 

    ② 入館料無料（平成２５年度から無料とした。） 

    ③ 入館者数 令和５年度：１，０５０人（郷土資料館） 

３９４人（竹内家住宅） 

８７０人（門脇家住宅） 

              合計２，３１４人 

２．管理 

受付、清掃等の業務に（旧竹内家住宅や旧門脇家住宅も含む。）大正 かざぐるまの

メンバーを任用（パート）し、管理と活用を行っている。 

３．主な展示物 

    ① 四万十町の有形民俗資料を中心に古文書、農具、山林具、川漁の道具等 

    ② 大型磨製石斧、小型有舌尖頭器等縄文時代の石器や土器片等 

    ③ 昭和中期の生活道具等 

※ 隣接する旧門脇家住宅では、端午の節句、七夕様、お月見などの行事を行っており、

地域の文化活動の活性化、地域間の交流機会の拡大等、文化財を活用した活性化が図ら

れている。特に、四万十街道ひな祭りは、旧門脇家住宅をメイン会場として町内外へ広

がりを見せ、本町の春の風物詩として定着している。 

（備 考） 

 

 

④ 芸術文化活動の推進 

Ⅰ 図書館・美術館の充実等 

１） 町立図書館・美術館管理運営事業 
予算額 

47,764 千円 

決算額 

43,242,991 円 

（令和５年度の実施状況） 

【図書館】 ※ 数値は、大正分館を含む。 

◇ 入館者    ２１，８６８人 （令和４年度 ： ２２，８９８人） 

貸出者数   １２，３４９人 （令和４年度 ： １０，３４５人） 

貸出冊数   ４９，０１３冊 （令和４年度 ： ４２，５０７冊） 

※ 図書館情報システムを新たに導入し、ネット検索・ネット予約が行えるよう

になった。利用者にとって、より利便性が向上した。 

◇ 図書購入冊数  ４，８８３冊 （令和４年度 ：  ３，５７２冊）  

※ 年度末蔵書数 ８１，３７３冊  

（本館 ： ５２，７３２冊、大正分館 ： ２８，６４１冊） 

◇ 読書活動推進事業 

33



① 団体貸出数 ： １３，７３９冊 

② 保育所、小学校への出張「読み聞かせ」 ： ４５回（４９７名） 

③ 生涯読書活動推進事業講座 ： 参加者 延べ ４２名 

※ 町内で読み聞かせボランティア等を行っている団体との意見交換会を行い、

相互の交流を図った。 

◇ 図書館事業（連続講座、読書週間行事、各種イベント等） 

◇ 移動図書館車試験運行 ２９２回 貸出冊数５，８２８冊 

（本館、大正分館の個人・団体への貸出冊数増加につながっている。） 

◇ その他 

・ 令和４年度に着手した「四万十町生涯読書活動推進計画」の策定は、文化的

施設整備の動向が不透明だったことなどから、進めることができなかった。 

・ 図書館のない十和地域では、「四万十町図書館分館整備検討委員会」を新た

に設置し、分館の整備に向けた検討が始まった。 

【美術館】 

  ◇ 美術作品点検実施  

４/２５（火）～５/１３（水）、８/５（土）～９/３０（土）、 

１１/１１（土）～１２/２４（日） 

※ 点検実施作品数：３２３点 

◇ 入館者数  ８００人 （令和４年度 ： ３６２人） 

◇ 展覧会   ・ アンデパンダン展（絵画の部） 

・ 収蔵作品展「土佐三十絵図」 

・ ２０２３年度読書感想画、読書郵便作品展 

・ アンデパンダン展（写真の部） 

※ 美術作品点検のため、展覧会の開催回数が例年より減少した。 

◇ 収蔵品   絵画  ５６６点（令和５年度受入１１点：中澤竹太郎氏の絵画） 

その他 １９７点（令和５年度受入１点：中澤竹太郎氏の版画） 

◇ その他 

・ 収蔵作品の修復を行っている大原秀之氏を講師に「絵画作品の修復作業を見

学しよう！！」と題して点検・修復作業の見学会を開催した。 

・ 「美術館の裏・表～修復の現場から～」と題した講演会も開催した。 

※ 現図書館・美術館の課題の解決や文化の向上を図るために整備を進めてきた「文化的

施設」は、令和５年９月議会において「施設本体の建設工事に係る請負契約議案」が否

決された。その後も議会や関係機関等と協議を重ねたが、活用を予定していた合併特例

債の期限を踏まえると、現計画・現施設規模での整備は、「中止せざるを得ない」との

判断に至り、令和６年３月議会において、町長から「本事業の中止」が表明された。 

  このことから、改めて現図書館・美術館の課題への対策が急がれる状況となった。 

（備 考） 

 

  

34



 

⑤ 子どもの健全育成の推進  

Ⅰ 乳幼児期の養護及び教育の充実  

１） 町立保育所管理運営 
予算額 

196,872 千円 

決算額 

193,092,366 円 

（令和５年度の実施状況） 

利用者数（年度末時点） 児童数計 ： ２２７名 

【窪川地域】 見付保育所 ： ６５名、東又保育所 ： ４０名、興津保育所 ： １１名 

【大正地域】 認定こども園たのの ： ４２名、北ノ川保育所 ： ２２名 

【十和地域】 小鳩保育所 ： ２８名、昭和保育所 ： １９名       

保育の実施時間  【標準時間保育】  ７:３０～１８:３０ 

【短時間保育】  ８:３０～１６:３０ 

職員の資質・専門性の向上対策 

保育所機能を果たすために不可欠である職員の資質・専門性の向上については、県が

行う幼保研修を必修とし、該当職員の研修機会の確保に努めている。 

【幼 保 研 修】 基本研修（初任者・ミドル・主任・所長の各研修） 

専門研修（保・幼・小連携教育講座、保育技術専門講座 等 ） 

保育所職員の自己研修活動への支援 

町内の町立・児協立保育所の全職員が、相互の連絡・連携とともに研修を深め、保育

所運営の充実・発展に寄与することを目的として、自主的に組織した｢こども園・保育

所連合会｣の活動に対し、研修機会を保障するための代替要員の雇用等、全保育所職員

の自己研鑽、資質向上を支援している。 

（備 考） 

 

２） 委託等による保育の実施 
予算額 

292,277 千円 

決算額 

288,204,200 円 

（令和５年度の実施状況） 

  「くぼかわ保育所」、「松葉川保育所」、「川口保育所」は、運営を委託し保育を行って 

いる。また、「ひかり保育所」については、指定管理により保育を実施している。 

委託先・指定管理者 ： 社会福祉法人 窪川児童福祉協会 

【法人の運営】  町の補助金で運営 

【保育所の運営】  児童福祉法に基づく国が定める保育単価により算出される町の

委託料と町の補助金（人件費等補助分）で運営 

【利 用 者 数】 （年度末時点）   

くぼかわ保育所 ：１０６名    松葉川保育所 ：  ３６名 

    川口保育所   ：  ２５名    ひかり保育所 ：  ４６名  

児童数計   ： ２１３名 

【保育所運営費】 

  ◎ 私立保育所運営委託料        １６０，８６５，９６０円 

  ◎ 私立保育所運営費補助金（施設）   ４９，５４５，０００円 

  ◎ 私立保育所運営費補助金（本部）    ９，４７４，０００円 
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【ひかり保育所指定管理料】 

 ◎ 指定管理料              ６８，３１９，２４０円 

（備 考） 

  

３） 多子世帯特定教育・保育施設使用料及び特定保

育施設利用者負担金等軽減事業 

予算額 

― 

決算額 

― 

（令和５年度の実施状況） 

〇 多子世帯特定教育・保育施設使用料軽減事業 

【事業内容】 

児童（１８歳に達する日以降最初の３月３１日までの間にある者）を２人以上養育して

いる世帯の第２子以降の特定教育・保育施設使用料を軽減する。 

【対象施設】 認可保育所等（町内の保育所・認定こども園） 

【実施方法】 全対象世帯に通知し、保護者からの申請に基づき実施する。 

【事 業 費】 保育所・認定こども園（公立８か所、私立３か所） 

      事業費（保育利用料減額）          ９，６９１，０５０円 

（内訳） ３歳未満第３子以降児童 ３２名    ７，０２６，３００円 

第２子児童       １２名    ２，８２９，２５０円 

県補助金（３歳未満第３子以降児童）   ３，５１３，７５０円 

町負担                         ６，１７７，３００円 

〇 多子世帯特定保育施設利用者負担金等軽減事業 

【事業内容】 

児童（１８歳に達する日以降最初の３月３１日までの間にある者）を２人以上養育して

いる世帯の第２子以降の特定保育施設利用者負担金等を軽減する。 

【対象施設】 認可外保育施設 

【実施方法】 対象施設の利用希望世帯に通知し、保護者からの申請に基づき実施する。 

※ 令和５年度 ： 申請なし 

（備 考） 事業費は、保育利用料（収入）の減額分を記載 

 

４） 幼児教育無償化 
予算額 

― 

決算額 

― 

（令和５年度の実施状況） 

   子ども・子育て支援法が改正（令和元年５月）され、令和元年１０月から保育所・認定

こども園を利用する３歳児から５歳児までの全ての子どもたちと、０歳児から２歳児まで

の住民税非課税世帯の子どもたちの利用料無償化がスタートした。 

   利用料の無償化に伴い、実費徴収することとされた副食費（1人あたり４，７００円/

月）については、町の方針により無償としている。 

（備 考） 

 

  

36



 

Ⅱ 子ども・子育て支援対策 

１） 子ども・子育て支援対策事業 
予算額 

25 千円 

決算額 

23,400 円 

（令和５年度の実施状況） 

子どもの健やかな育ちと子育てを社会全体で支援する環境をさらに整備するため、令和２

年に策定した「第２期四万十町子ども・子育て支援事業計画」に基づき、各分野の関係機関

が相互連携を図りながら、様々な施策を推進している。また、毎年計画の進捗状況の確認を

行っている。 

令和５年度は、令和６年度の「第３期四万十町子ども・子育て支援事業計画」策定に向け

てニーズ調査を行った。 

（備 考） 

 

２） 子育て支援センター管理運営 
予算額 

9,568 千円 

決算額 

9,248,636 円 

（令和５年度の実施状況） 

【子育てひろば】毎月６～７回開催 

 【園庭・施設開放】月～金曜日 ９：００～１２：００・１３：００～１６：３０ 

          参加者数 ： ２，５６３名 

   ・ 親子で一緒に遊ぶ場の提供と保護者同士の友達づくりの援助を行っている。 

・ 絵本の読み聞かせ等を行っている。 

・ 職員による育児相談、離乳食指導、子育てに関する支援、保護者のリフレッシュ活

動等を行っている。 

・ 町内の保育所へ出かけ施設見学や職員、園児との交流を行っている。 

【子育て講演会】開催回数 ： ４３回 （参加者数 ： ５９７名） 

【子育て情報の提供】 

・ 月の予定、子育て支援センター利用案内、健診のお知らせ、栄養士のワンポイン

ト・食育のお知らせ等の子育て情報紙を、未就園児のいる世帯に手渡し又は郵送で配

布している。 

【育 児 相 談】月～金曜日 

・ 子育てひろばの開催時や園庭開放時に保育所入所、一時預かり、子育てについて

（排泄、食事、歯、発達等）の相談に対応している。 

・ 電話相談を行い、内容によっては健康福祉課（保健師）につないでいる。 

【家 庭 訪 問】 

・ 保健師の新生児訪問に同行し、子育て支援センターの役割や利用について説明（Ｐ

Ｒ）を行っている。 

【一時預かり保育】 延べ利用世帯数  窪川地域子育て支援センター ： ６６世帯 

   大正地域子育て支援センター ：  ０世帯 

   十和地域子育て支援センター ：  １世帯 

・ 保育所へ入所していない満 1歳から就学前の町内児童を対象に実施している。 

（備 考） 
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３） ファミリーサポートセンター 
予算額 

3,860 千円 

決算額 

3,423,882 円 

（令和５年度の実施状況） 

利用状況・サービスの内容 

   【援助会員養成講座】 

     講習会を、窪川地区で開催し８人が受講 

 【会員登録数（年度末）】 ： ４９人 

     依頼会員 ： ２９人   援助会員 ： １８人    両方会員 ：  ２人 

【活動内容/活動件数】 ： １６５件 

     １日中預かり ：  ９件   保育施設・学童への迎え及び預かり ： ９１件 

放課後預かり：  ２件   保育施設への送迎： ６件 

日中預かり ： ５７件 

【会員交流会】 

     四万十町ファミサポ交流会 参加者１５名 

広域ファミサポ合同会員交流会 参加者 ３名 

   【広報活動】 

     ファミサポ通信発行 

（備 考） 

 

Ⅲ 少年健全育成対策の推進 

１） わんぱく学校・青少年育成事業 
予算額 

2,192 千円 

決算額 

1,336,619 円 

（令和５年度の実施状況） 

１．わんぱく学校 

町内の小学４・５・６年生を対象に参加者を募集し、年間を通じて次の表のような様々

な体験学習を行った。 

事 業 名 対象学年 内  容 参加者数 

町内研修 
小学 4～6年 

中学１～3年 
ラフティング・ジップライン体験 ３７人 

夏季研修 
小学 4～6年 

中学１～3年 

海上アスレチック体験・ＤＭＶ乗車

体験・桂浜水族館見学 
１０人 

創作活動 
小学 4・5年 

中学１～3年 
陶芸体験教室 １１人 

冬季研修 小学 6 年 スキー・スノーボード研修 ２１人 

   また、町内の中学生を対象にサポートを募集し、参加があった「わんぱく学校事業」で

は、ジュニアリーダーの育成を行った。 

 ２．青少年育成事業 

町内の児童生徒、保護者を対象に参加者を募集し、年間を通じて次の表のとおり様々な

活動を行った。 
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※ 小学生・保護者を対象に中土佐町での開催を計画していた「パークゴルフ」は、申し込

み者数が少なかったため、中止した。 

事 業 名 対象学年 場 所 参加者数 

夏の工作教室 
小学生 

保護者 

地域交流センターたのの 

農村環境改善センター 

児童４８人 

保護者２６人 

県警音楽隊・情報モラ 

ル教室 
中高生 四万十会館 

４２６人 

（教師含む） 

佐川化石発掘ツアー 
小学生 

保護者 
佐川地質館ほか 

児童１７人 

保護者１０人 

料理教室 
小学生 

保護者 
大正健康管理センター 

児童７人 

保護者７人 

（備 考） 

 

２） 子ども会・スポーツ少年団活動支援 
予算額 

647 千円 

決算額 

647,000 円 

（令和５年度の実施状況） 

四万十町子ども会相互の連絡提携とその充実振興を図ることにより、子どもの健全育成に

寄与するため、子ども会の活動に対して支援を行っている。 

【主な活動】 

・ 子ども会ソフトボール大会          県内１０チーム参加 

・ 山・川・海ソフトボール交流大会       県内１０チーム参加 

・ 四万十町子ども会新人ソフトボール大会    県内 ９チーム参加 

・ 四万十町子ども会連合会駅伝大会       町内１５チーム参加 

（窪川地区の小学生が参加） 

・ 鳴子踊り（台地祭り）            町内 ２チーム参加 

（備 考） 

 

Ⅳ 少年非行の早期発見と早期指導 

１） 青少年育成補導（青少年育成補導推進事業） 
予算額 

9,523 千円 

決算額 

9,025,702 円 

（令和５年度の実施状況） 

１．四万十町少年補導センター 

 （１）職員等 

  所長    １人（兼務／会計年度任用職員） 

   次長    １人（兼務／町教育委員会事務局職員）  

   補導教員  １人（教員） 

   専任補導員 ３人（窪川地区：１人、大正・十和地区：２人／会計年度任用職員） 

   補導員  ４６人（任期：令和４年４月１日～令和６年３月３１日） 

        〔内訳〕 窪川地区：２６人、大正地区：１０人、十和地区：１０人） 

 （２）主な活動 

   ・ 定例補導  早朝、夕方、夜間、列車補導（定期的に実施） 
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   ・ 特別補導  各種イベント、夏祭り等に合わせて実施。 

     回数等  窪川地区    ： ７８回（２７４人）  

 大正・十和地区 ： ５７回（３２８人） 

（３）その他の活動 

交通安全教室、情報モラル教室、児童生徒指導教員連絡会、運営協議会、少年補導

員総会、西部地区補導育成センター連絡協議会等。 

２．スクールガード・リーダー事業 

   各担当地区内の小学校と連携し、登下校時に巡回することによって学校内・外や通学路

の安全確保、学校への助言等を行っている。 

 スクールガード・リーダー数 ： ３人（窪川地区 ： ２人、大正・十和地区 ： １人） 

・ 窪川小学校、川口小学校、米奥小学校、七里小学校 

・ 東又小学校、仁井田小学校、影野小学校、興津小学校 

・ 田野々小学校、北ノ川小学校、昭和小学校、十川小学校 

（備 考） 

 

Ⅴ 各種関係機関・地域等との連携 

１） 放課後子ども教室 
予算額 

33,748 千円 

決算額 

32,957,241 円 

（令和５年度の実施状況） 

仁井田小学校、影野小学校、七里小学校、米奥小学校、窪川小学校、窪川小学校（旧口神

ノ川小学校）、川口小学校、東又小学校、田野々小学校、北ノ川小学校、十川小学校、昭和

小学校の１1 校区（１２ヶ所）で放課後子ども教室を実施しており、子どもたちにとって、

放課後、土曜日、長期休業期間中の安全で様々な学習等を体験できる居場所となっている。 

  登録児童数  ： ３０２人 

登録指導者数 ： １０７人 

（備 考） 

 

２） 二十歳の集い（旧成人式） 
予算額 

576 千円 

決算額 

448,279 円 

（令和５年度の実施状況） 

  令和３年度まで、教育委員会主催で実施してきた「成人式」に代わるイベントとして、令

和４年度から、町主催で「二十歳の集い」を開催している。 

  令和５年度は、次のとおり開催した。 

  実施日  ： 令和６年１月２日  

実施場所 ： 窪川四万十会館 

   出席者数 ： １３６名 （対象者 １５６名） 

   実施内容 ： 式典、四万十町特産品抽選会、ビデオレター 

   事前準備 ： 二十歳の集い実行委員会（委員：６人） 開催回数：５回 

（備 考） 
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⑥ 地域・家庭・関係機関等との連携活動充実 

Ⅰ 子ども・家庭の生活習慣の確立 

１） 地域の子育て力強化事業 
予算額 

130 千円 

決算額 

50,000 円 

（令和５年度の実施状況） 

  学校・保育所が主催となり、各学校区の保護者や地域住民に参加を募り、講演会や演劇鑑

賞会などを実施している。演目終了後、ＰＴＡ・地域住民らが懇談会を開催し、相互の情報

交換を行っている。 

町からは、講師謝金を支出し、活動支援を行っている。 

令和５年度は、「ヒゲンジツシュギ」を招き、講演会「『命と心の大切さ』を語りかけ

る」を開催した。  

   開催日 ： １１月１８日     開催場所 ： 影野小学校で、 

  参加者 ： 保護者２９名、地域住民１０名、教職員１１名（計５０名） 

講師「ヒゲンジツシュギ」 ： 病やいじめ、障害に苦しんできたヒゲンジツシュギ

の二人が、音楽と仲間の出会いを通して自分の生きる道を見つけてきた。ギター

コンサートやトークで命の大切さを地域全体で学ぶ活動を行っている。 

（備 考） 

 

 

⑦ 学習環境の向上 

Ⅰ 拠点となる施設の拡充等  

１） 生涯学習拠点施設の活用 
予算額 

75,781 千円 

決算額 

75,680,448 円 

（令和５年度の実施状況） 

【文化施設】 

・ 窪川四万十会館 （１０，０７１人） 

町民の明るく豊かな文化生活に寄与し、文化事業の推進その他の催物に供するた

めの施設。講演会やコンサート等の文化活動を行っている。 

・ ふるさと未来館 （３，４３２人）  

町民の主体的参画と自由な発想による地域づくりを支援し、その効果が広く地域

に波及していくことを目的とした施設。住民のコミュニティー活動を行っている。 

・ 図書館本館 （１４，４４４人）  

入館者数は、令和４年度から９６６人減少（前年比９４％）したが、個人貸出し

利用者数前年比１０８％、個人貸出冊数前年比１１０％と微増している。団体貸出

は、利用冊数が前年比９７％とほぼ横ばいとなっている。 

・ 図書館大正分館 （７，４２４人）  

入館者数、前年比９９％個人貸出冊数前年比１０３％とほぼ横ばい。団体貸出冊

数は前年比１１２％）と微増している。  

  ・ 移動図書館 （３，０７４人） 
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      令和４年度に購入した移動図書館の試験運行を行い、利用者数１，０３７人、個

人貸出冊数３，２２６冊、団体貸出冊数２，６０２冊となった。本館、分館の入館

者数が減少したものの、町内を巡回した宣伝効果により、本館、分館を含めた全体

の利用者、貸出冊数等が増加した。 

・ 美術館 （８００人）  

作品点検により令和４年度には実施できなかった展示を行い、入館者が前年比２

２１％となっている。また、作品点検が完了し、修復が必要な作品が整理できた。 

【体育施設】 

・ 窪川運動場 

町民の体育の普及振興等を図り、心身の健全な発達に寄与するための施設。若者

から高齢者がグラウンドゴルフ・サッカー・テニス・野球等の社会体育活動を行っ

ている。 

・ 勤労者体育館 

町民と町内の事業所に働く勤労者の体力増進と勤労意欲の向上を図るための施

設。町内で働く勤労者がバレーボール、卓球などの社会体育活動を行っている。 

・ Ｂ＆Ｇ海洋センター 

町民の体育の普及振興等を図り、心身の健全な発達に寄与するための施設。若者

から高齢者が水泳、バレーボール、筋力トレーニング等の社会体育活動を行ってい

る。また、この施設の管理運営ついては、ＮＰＯ法人くぼかわスポーツクラブに委

託（指定管理）しており、水泳教室、健康教室、ボルダリング教室などが実施され

ている。 

（備 考） 
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